
○大府市不妊治療費補助金交付要綱 
 

（趣旨） 
第１条 この要綱は、少子化対策として、不妊治療を受けている夫婦の経済的な負担の軽

減を図るため、当該不妊治療に要する経費に対し、予算の範囲内において交付する大府

市不妊治療費補助金（以下「補助金」という。）について、大府市補助金等交付規則（昭

和４６年大府市規則第７号。以下「規則」という。）に定めるもののほか、必要な事項を

定めるものとする。 
（定義） 

第２条 この要綱において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定めるところに

よる。 
⑴ 夫婦 戸籍法（昭和２２年法律第２２４号）の規定による婚姻の届出を行った夫婦

（事実婚関係にあると市長が認めるものを含む。）をいう。 
⑵ 不妊検査 超音波検査、ホルモン検査、子宮卵管造影検査、クラミジア抗体検査、

精液検査その他不妊治療に必要な検査をいう。 
⑶ 一般不妊治療 医療機関（産科、婦人科若しくは産婦人科又は泌尿器科若しくは皮

膚泌尿器科を標榜するものに限る。）において不妊症と診断された夫婦に対して行う

治療行為のうち生殖補助医療を除く治療行為及びこれに付随する不妊検査をいう。 
⑷ 生殖補助医療 厚生労働大臣が別に定める施設基準に適合しているものとして届け

出た保険医療機関（次号において単に「保険医療機関」という。）において不妊症と診

断された夫婦に対して行う治療行為のうち体外受精及び顕微授精並びにこれらに付随

する不妊治療及び不妊検査をいう。 
⑸ 男性不妊治療 生殖補助医療に付随して保険医療機関において精子を精巣又は精巣

上体から採取するための手術をいう。 
⑹ 先進医療 厚生労働大臣が定める高度の医療技術を用いた療養その他の療養であ

って、保険給付の対象とすべきものであるか否かについて、適正な医療の効率的な提

供を図る観点から評価を行うことが必要な療養として、厚生労働大臣が定めるもの

をいう。 
⑺ 混合診療 保険診療と先進医療に定められていない保険外診療とを併用して行う

ことにより全額自己負担となるものをいう。 
⑻ 社会保険各法 次に掲げる法律をいう。 

ア 健康保険法（大正１１年法律第７０号） 
イ 船員保険法（昭和１４年法律第７３号） 
ウ 国家公務員共済組合法（昭和３３年法律第１２８号） 
エ 地方公務員等共済組合法（昭和３７年法律第１５２号） 
オ 私立学校教職員共済法（昭和２８年法律第２４５号） 

（対象者） 
第３条 補助金の交付の対象となる夫婦（以下「対象者」という。）は、次の各号のいずれ

にも該当するものとする。 



⑴ 夫婦の両方又は一方が本市に居住し、住民基本台帳法（昭和４２年法律第８１号）

に基づき、本市の住民基本台帳に記録されている者 
⑵ 夫婦の両方が国民健康保険法（昭和３３年法律第１９２号）による被保険者又は社

会保険各法による被保険者、組合員、加入者若しくは被扶養者である者 
⑶ 大府市税を滞納していないこと。 
（補助対象医療） 

第４条 補助金の交付の対象となる医療（以下「補助対象医療」という。）は、本市の住民

基本台帳に記録されている間に受けた一般不妊治療、生殖補助医療及び男性不妊治療と

する。ただし、代理母（妻が卵巣と子宮を摘出したこと等により、妻の卵子が使用でき

ず、かつ、妻が妊娠できない場合に、夫の精子を妻以外の第三者の子宮に医学的な方法

で注入して、当該第三者が妻の代わりに妊娠・出産するものをいう。）及び鍼灸
しんきゅう

治療を除

く。 
２ 前項の規定にかかわらず、第１号に該当する一般不妊治療及び第１号及び第２号に該

当する生殖補助医療（男性不妊治療を含む。）は、補助金の交付の対象としない。 
⑴ 夫婦以外の第三者からの卵子、精子又は胚の提供による不妊治療 
⑵ 保険外診療で行った治療（先進医療及び混合診療の場合を除く。） 

３ 第１項の規定にかかわらず、生殖補助医療（男性不妊治療を含む。）のうち、借り腹（夫

婦の精子と卵子は使用できるが、子宮摘出等により、妻が妊娠できない場合に、夫の精

子と妻の卵子を体外受精して得た胚を妻以外の第三者の子宮に注入して、当該第三者が

妻の代わりに妊娠・出産するものをいう。）は、補助金の交付の対象としない。 
（対象期間） 

第５条 一般不妊治療に係る補助金の交付の対象となる期間は、一般不妊治療に係る補助

対象医療を開始した診療日の属する月（以下「開始月」という。）から継続する２年間ま

でとする。ただし、医師の判断に基づき、やむを得ず治療を中断した場合は、当該中断

期間のうち補助のなかった月数以内で、対象期間を延長することができる。 
２ 一般不妊治療に係る補助金の交付を受けた夫婦が挙児を得て、その後次の挙児を得る

ために不妊治療を行う場合の対象期間は、当該不妊治療に係る開始月から継続する２年

間とする。 
（助成の内容） 

第６条 一般不妊治療に係る補助金の額は、補助対象医療に要する費用のうち対象者が負

担した額（文書料、個室料、成果料等の治療に直接関係のない費用を除く。次項及び第

３項において同じ。）とし、補助対象年度（３月診療分から翌年２月診療分までの 1 年

間をいう。以下同じ。）につき、１０万円を上限とする。ただし、開始月が補助対象年度

の途中となった場合で、当該開始月の属する補助対象年度（以下「初年度」という。）の

補助金の額が１０万円未満の場合における、初年度の翌々補助対象年度の補助対象医療

については、初年度の１２か月に満たなかった残りの月数以内で、１０万円に満たなかっ

た額を上限とする。 
２ 生殖補助医療に係る補助金の額は、次に掲げる治療の区分ごとに１回の治療（採卵準

備のための投薬開始から、体外受精又は顕微授精１回に至る治療の過程をいい、以前に

行った体外受精又は顕微授精により作られた受精胚による凍結胚移植も１回とみなす。）



につき対象者が負担した額とする。 
⑴ 保険診療のみで行われた治療 １０万円を上限とした額 
⑵ 保険診療と先進医療に係る保険外診療を併用して行われた治療 保険診療分とし

て１０万円を上限とした額に、先進医療に係る保険外診療分として５万円を上限とし

た額を加算した額 
⑶ 混合診療で行われた治療 ３０万円を上限とした額。ただし、生殖補助医療の治療

区分が以前に凍結した胚による胚移植の実施及び採卵したが卵子が得られない又は

状態の良い卵子が得られないため中止した治療については１０万円を上限とした額 
３ 前項に規定するもののほか、男性不妊治療を行った場合の補助金の額は、次に掲げる

治療の区分ごとに１回の治療（手術から精子凍結に至る治療の過程をいう。）につき対象

者が負担した額とする。 
⑴ 保険診療のみで行われた治療 １０万円を上限とした額 
⑵ 保険診療と先進医療に係る保険外診療を併用して行われた治療 保険診療分とし

て１０万円を上限とした額に、先進医療に係る保険外診療分として５万円を上限とし

た額を加算した額 
⑶ 混合診療で行われた治療 ３０万円を上限とした額 

４ 前各項の規定による補助金の額の算定に当たっては、当該不妊治療について法令若し

くは条例の規定により補助の対象となる額（以下「高額療養費等」という。）があるとき

又は社会保険各法の規定に基づく付加給付若しくは附加給付による給付額（以下「給付

金」という。）があるときは、これらの額を対象者が負担した額又は負担すべき額から控

除した額を、補助金の額とする。 
５ 前各項の規定により算定した補助金の額に１０円未満の端数が生じるときは、その端

数を切り捨てた額とする。 
６ 生殖補助医療（男性不妊治療を含む。次項において同じ。）を受ける夫婦に係る通算助

成回数は、初めての生殖補助医療に係る治療開始時点における妻の年齢が４０歳未満の

場合は６回を上限とし、４０歳以上４３歳未満の場合は３回を上限とする。ただし、１

回の治療中に妻の年齢が４３歳に到達した場合は、当該回の治療をもって助成を終了す

るものとする。 
７ 本市に転入した日（以下「転入日」という。）以前に生殖補助医療を受けた夫婦に対す

る転入日以後の通算助成回数については、前項の規定にかかわらず、初めての生殖補助

医療に係る治療開始時点における妻の年齢が４０歳未満の場合は６回から転入日まで

に生殖補助医療受けた回数を減じた回数を上限とし、４０歳以上４３歳未満の場合は３

回から転入日までに生殖補助医療を受けた回数を減じた回数を上限とする。 
８ 前２項の通算助成回数の計算は、出産（妊娠１２週以降の流産又は死産を含む。）に至

るまでごとに行う。 
（交付の申請） 

第７条 補助金の交付を受けようとする夫婦のうち、いずれか一方の者（本市に居住し、

本市の住民基本台帳に記録されている者に限る。以下「申請者」という。）は、大府市不

妊治療費補助金交付申請書（第１号様式）に次に掲げる書類を添えて、市長に提出しな

ければならない。ただし、第６号から第８号までに掲げる書類については、申請者の同



意を得て本市で確認が可能な場合は、省略できるものとする。 
⑴ 大府市不妊治療費補助金申請に関する同意書兼申告書（第２号様式） 
⑵ 高額療養費等又は給付金がある場合は、その内容を確認できる書類の写し 
⑶ 同意書（第３号様式）。ただし、加入する保険者等が定める様式がある場合は、当該

様式をもって代えることができる。 

⑷ 大府市不妊治療費助成事業受診等証明書（第４号様式又は第４号様式の２）。ただし、

やむを得ず当該証明書が発行されない場合は、医療機関等の発行する診療明細書（原

本に限る。）をもって代えることができる。 
⑸ 医療機関等の発行する領収書（原本に限る。） 

⑹ 戸籍謄本又は抄本 
⑺ 住民票 
⑻ 法律上の婚姻をしている夫婦であることを証明できる書類。ただし、事実婚関係に

ある者については、治療当事者両人が重婚でないことを証明できる書類、同一世帯で

あることを証明できる書類及び事実婚関係に関する申立書（第５号様式） 
⑻ その他市長が必要と認めるもの 

２ 前項の申請書を提出する場合においては、夫婦の両方がそれぞれ加入している健康保

険への加入状況が証明できるものを提示しなければならない。 
３ 本市から転出した場合において、本市の住民基本台帳に記録されている期間内の治療

に限り、転出後も第１項の規定による申請をすることができる。 
４ 規則第１０条の規定に基づき行う実績報告は、第１項の規定による申請をもって代え

るものとする。 
（申請時期等） 

第８条 一般不妊治療に係る補助金の交付の申請は、補助対象年度ごとに行うものとする。 
２ 前項の申請は、補助対象年度につき１回とし、当該補助対象年度の３月末までに行う

ものとする。ただし、妊娠その他の理由により補助対象医療が終了したときは、終了後、

速やかに行うものとする。 
３ 生殖補助医療及び男性不妊治療に係る補助金の交付の申請は、１回の治療（第６条第

２項又は第３項に規定する１回の治療をいう。）ごとに行うものとし、治療終了日から２

年以内に行うものとする。 
（交付の決定及び通知） 

第９条 市長は、第７条第１項の申請書の提出があった場合は、遅滞なく、その内容を審

査し、適当と認めたときは、補助金の交付を決定しなければならない。 
２ 市長は、前項の規定による決定に当たり、補助金の交付の目的を達成するために必要

があると認めるときは、当該決定に必要な条件を付することができる。 
３ 前２項の規定により補助金の交付を決定したとき及びその決定に条件を付したときは、

大府市不妊治療費補助金交付決定通知書（第６号様式または第６号様式の２）により、

その決定事項及び条件を申請者に通知するものとする。 
４ 前項の規定により補助金の交付の決定を受けた者は、対象者に該当しなくなった場合

又は第７条の申請書の内容に変更があった場合は、速やかに、市長に報告しなければな

らない。 



（補助金の交付） 
第１０条 前条第２項の規定により補助金の交付の決定を受けた者は、大府市不妊治療費

補助金交付請求書（第７号様式）を市長に提出するものとする。 
３ 市長は、前項の請求書が提出されたときは、速やかに、補助金を交付するものとする。 

（台帳の整備） 
第１１条 市長は、補助金の交付について必要な事項を記録した台帳を整備するものとす

る。 
（委任） 

第１２条 この要綱に定めるもののほか、必要な事項は、市長が別に定める。 
附 則 

 （施行期日） 
１ この要綱は、平成１８年４月１日から施行する。 
 （この要綱の失効） 
２ この要綱は、令和９年３月３１日限り、その効力を失う。ただし、同日以前に第９条

の規定による交付の決定を受けた者については、この要綱の失効後も、この要綱の規定

に基づき、補助金の交付を受けることができる。 
附 則 

 （施行期日） 

１ この要綱は、平成１９年７月 1 日から施行する。 

 （経過措置） 

２ 改正後の規定は、この要綱の施行の日以後に受診する補助対象医療について適用し、

同日前に受診した補助対象医療については、なお従前の例による｡ 

   附 則 

 この要綱は、平成２４年７月９日から施行する。 

   附 則 

 この要綱は、平成２５年４月１日から施行する。 

   附 則 

 この要綱は、平成２８年４月１日から施行する。 

附 則 

 この要綱は、令和２年４月１日から施行する。 

附 則 

 この要綱は、令和２年５月２７日から施行し、同年４月１日から適用する。 

附 則 

この要綱は、令和３年４月１日から施行し、同年１月１日治療終了分から適用する。 

  附 則 

（施行期日） 

１ この要綱は、令和４年４月１日（以下「施行日」という。）から施行する。 

（経過措置） 

２ 改正後の規定は、施行日以後に開始する補助対象医療について適用し、同日前に開始

した補助対象医療については、なお従前の例による。 



附 則 

 （施行期日） 

１ この要綱は、令和５年４月１日（以下「施行日」という。）から施行する。 

 （経過措置） 

２ 改正後の第６条第４項の規定は、施行日以後に交付の申請が行われた補助金から適用

する。 
（施行期日） 

１ この要綱は、令和６年４月１日（以下「施行日」という。）から施行する。 

（経過措置） 

２ 改正後の規定は、施行日以後に開始する補助対象医療について適用し、同日前に開始

した補助対象医療については、なお従前の例による。 

３ 施行日前に生殖補助医療（男性不妊治療を含む。この項において同じ。）を受けた夫婦

に対する施行日以後の通算助成回数については、第６条第６項の規定にかかわらず、初

めての生殖補助医療に係る治療開始時点における妻の年齢が４０歳未満の場合は６回

から施行日までに生殖補助医療を受けた回数を減じた回数を上限とし、４０歳以上４３

歳未満の場合は３回から施行日までに生殖補助医療を受けた回数を減じた回数を上限

とする。 

  


